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今日の発表の内容
• 自己紹介

• BCPについて

• BCP作成手順

• 被災施設の訪問調査の紹介

• 調査協力のお願い



自己紹介

• 宮崎崇文 愛知工業大学 工学部 建築学科 講師

• 専門： 福祉施設計画，福祉施設の防災計画，福祉のまちづくり

• 医療福祉建築協会（JIHa）の以下の調査に参加

介護施設等の職員に必要な防災・減災対策の知識に関する調査研究 2022年
2000年以降に水害を受けた施設を対象として訪問調査を実施，当時の被災状況・避難状
況・避難生活から復旧までをヒアリングした．

熊本地震による高齢者施設の被害状況に関する調査研究 2016年
熊本地震を受けた施設を対象として訪問調査を実施，当時の被災状況・避難状況・避難生活
から復旧までをヒアリングした．

医療福祉建築協会：https://www.jiha.jp/



医療福祉建築協会：https://www.jiha.jp/
医療福祉建築協会のHPで読むことができます



BCＰについて
• Business Continuity Plan （事業継続計画）

• 「重要な事業を中断させたない」ことが大切

← 利用者の生活・健康・生命の支障に直結

• BCPには「平常時の対応」「緊急時の対応」の検討が大切

①人（利用者数，職員数）
②モノ（建物・設備）
③周辺状況（ライフライン，周辺環境，納入業者の被災状況）



BCPの作成状況（2021年11月）

㈶日本総合研究所：令和3年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事
業）「介護施設等の防災・減災対策の在り方に関する調査研究事業」より

図2 過去５年間以内の自然災害
による被災経験

図1 BCPの策定状況 図3 被災時の被害状況

・被害時の経験がある施設は少ない．← 被災経験の共有が必要
・被害で最も多いのは「水害」 ← 災害によって被害状況が異なる





赤字部分を自施設情報に修正すれば完成



BCP作成のポイント
1. 正確な情報集約と判断ができる体制を構築

2. 自然対策を「事前の対策」と「被災時の対策」に分けて，同時に対
策を準備

3. 業務の優先順位の整理

4. 計画が実行できるよう普段からの周知・研修，訓練

厚生労働省老健局：介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン
https://www.mhlw.go.jp/content/000749543.pdf

BCP

作成・修正
訓練・研修



BCPのひな型

1. 総論
1.1．基本方針

1.2．推進体制

1.3．リスクの把握

1.4．優先業務の選定

1.5．研修・訓練の実施，BCP見直し

2. 平常時の対応
2.1．建物・設備の安全対策

2.2．電気が止まった場合の対策

2.3．ガスが止まった場合の対策

2.4．水道が止まった場合の対策

2.5．通信が麻痺した場合の対策

2.6．情報システムが停止した場合の対策

2.7．衛生面（トイレ等）の対策

2.8．必要品の備蓄

2.9．資金手当て

3. 緊急時の対応
3.1. BCPの発動基準

3.2．行動基準

3.3．対応体制

3.4．対応拠点

3.5．安否確認

3.6．職員の参集基準

3.7．施設内外での避難場所・避難方法

3.8．重要業務の継続

3.9．職員の管理

3.10．復旧対応

4. 他施設との連携
4.1．連携体制

4.2．連携対応

5. 地域との連携
5.1．被災時の職員の派遣

5.2．福祉避難所の運営
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行動基準
• 避難するタイミングはいつか？

→ハザードマップを確認（浸水・洪水ハザードマップ等）

→地震・浸水では避難が異なる

水害 地震

事前に把握することが可能
→ 避難のタイミングが重要

事前に把握することが難しい
→ 日頃の備えが肝心



ハザードマップの確認

桑名市HPより転載：https://www.city.kuwana.lg.jp/bosai/anzen/bousai/23-68261-240-850.html



桑名市HPより転載：https://www.city.kuwana.lg.jp/bosai/anzen/bousai/23-68261-240-850.html



桑名市HPより転載：https://www.city.kuwana.lg.jp/bosai/anzen/bousai/23-68261-240-850.html
三重県庁HPより転載：http://www.pref.mie.lg.jp/D1BOUSAI/75148007862.htm

・自施設の被害予想を確認．
・避難先の被害予想を確認．



水害被災施設調査の紹介

施設名 A施設 B施設 D施設 E施設 F施設 G施設

災害 令和2年7月豪雨 平成30年西日本豪雨 令和元年台風19号 令和元年台風19号 令和元年台風19号 令和元年台風19号

所在地 熊本県群球磨村 岡山県倉敷市真備町 埼玉県川越市 静岡県駿東群小山町 長野県長野市 長野県長野市

対象施設種別 特養：40名 地域密着特養：29名 特養：80名 地域密着特養：29名 特養：78名 特養：74名
構造 RC RC RC S RC RC
階数 2階建 2階建 2階建 2階建 2階建 3階建

ハザードマップ
浸水想定区域
2m～5m

浸水想定区域
6m

浸水想定区域
4m

土砂災害警戒区域
浸水想定区域
10～20m

浸水想定区域
10～20m

開設年
2000年

（2011年に増設）
2014年 1991年 2011年 2002年

1970年
（2000年改築）

調査日 2022年10月3日 2022年10月5日 2022年10月12日 2022年10月13日
2022年10月20日

オンライン
2022年10月24日

・殆どの施設がハザードマップは計画前に確認済み
・過去に浸水した地域を選んだ事例もあり
→結果として，浸水した敷地を選択した

• 浸水しても膝程度かと想定していた
• 山上などの高台も検討したが，郊外だと入
居者や職員も集まらない．
• 法人所有の土地以外検討していない．
• 福祉サービスのニーズが高かい地域だった．



被災経験からの教訓
① 浸水水害は早めの対応が必要

• 浸水するとEVが使用できなくなる．EV無の垂直避難は困難．

• 垂直避難するタイミングを決めておく（高齢者避難指示・近隣川の越水など）

② 緊急連絡網を構築しておく．
• 電話回線以外の方法も構築が必要．ライングループの使用が多かった．

③ ポータブル発電機にはガソリン備蓄が必要．
• 災害時スマホの使用が多岐にわたった（安否連絡，気象情報収集，利用者の受
けれ先への連絡）．そのため電気使用量が膨大に．

• ガソリンの備蓄に注意が必要（保管方法は市に問合せ）



被災経験からの教訓
④ 避難物品リストの作成

• 人的被害は免れたが，PC・利用者の個人情報ファイルが水没し，事業再家事
に大変苦労した施設が多く見られた．

• 人の避難後に，重要物品も移動・避難する工程を計画に盛り込む．

• 紙データをクラウド化を進める．

• 利用者が別施設で避難生活を送る際に，服薬情報等が必要となる．

⑤ 備蓄物品の分散保管
• 備蓄物品（介護用品・食料等）を１階に保管していた施設が多く，浸水により
使用できない事例がみれた．

• 保管場所を複数の階に分散した．



BCP作成のポイント
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1. 正確な情報集約と判断ができる体制を構築

2. 自然対策を「事前の対策」と「被災時の対策」に分けて，同時に対
策を準備

3. 業務の優先順位の整理

4. 計画が実行できるよう普段からの周知・研修，訓練

厚生労働省老健局：介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン
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介護施設の防災・減災ガイドブック

介護施設の防災・減災ガイドブック – (bousai-fukushi.org)



BCP調査研究のお願い
現在の宮崎研究室ではBCPに関する研究をしています．BCPの作成

については義務化されましたが，その内容についてはこれから実態把
握が必要です．各施設が設定するBCPについて，どのような傾向があ
るか把握し，災害時の備えとして十分か議論する必要があります．

調査にご協力頂ければ幸いです．

・策定したBCP資料を研究室ご提供頂く．（個人情報は除く）

・備蓄物品リスト・行動基準・連携等のデータを収集・分析します．

・提供頂いた施設には調査結果の資料を送付いたします．



本日の参考資料
1. 厚生労働省老健局：介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン，

https://www.mhlw.go.jp/content/000749543.pdf

2. 厚生労働省：介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修，
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/
douga_00002.html

3. ㈶日本総合研究所：令和3年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業）「介護
施設等の防災・減災対策の在り方に関する調査研究事業」，https://www.jri.or.jp/wp/wp-
content/uploads/2022/05/saigai-houkokusyo2021.pdf



ご清聴ありがとうございました


